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事　業　報　告　

1　事　業　概　要

 

 　

令和５年度の事業実績は、次のとおりです。

（１）公有地取得事業

（取得用地）

（処分用地）

（２）附帯等事業

事　　業　　区　　分 面積（㎡） 金額（円） 摘　　要

大村市総合運動公園整備事業 8,562.50 105,173,457

都市計画道路（仮称）鬼橋坂口線整備事業 1,688.00 28,706,770

合　　　計 10,250.50 133,880,227

事　　業　　区　　分 面積（㎡） 金額（円） 摘　　要

大村市総合運動公園整備事業 2,058.51 22,907,438

合　　　計 2,058.51 22,907,438

（土地の貸付）

事　　業　　区　　分 面積（㎡） 金額（円） 摘　　要

保有土地賃貸等事業 345,260 駐車場等として貸付

合　　　計 345,260

　大村市土地開発公社は「公有地の拡大の推進に関する法律」に基づき、地域の秩序
ある整備と市民福祉の増進に資するため、大村市と連携を図り公共用地等の取得、管
理、処分等を行いました。
　公有地取得事業につきましては、大村市総合運動公園整備事業用地と都市計画道路
（仮称）鬼橋坂口線整備事業代替地を取得しました。また、公社保有の大村市総合運動
公園整備事業用地を１筆、大村市へ売却しました。
　附帯等事業につきましては、保有土地の一部貸付を行い、収入の確保に努めました。　
　今後も、効率的な経営と事業の適正な執行により、地域の秩序ある整備に努めてまい
ります。
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２　 一 般 庶 務 事 項

（１）理事会に関する事項

（２）役員に関する事項
令和６年３月３１日現在

※摘要欄には、当該年度中に異動があったものを記載

（３）職員に関する事項
令和６年３月３１日現在

 事 務 局 長 １名 （常務理事が兼務）

 事務局次長 １名

 事務局職員 ２名

※事務局の職員については、管財課職員と併任

役職名 人数 氏　　名 摘　　　要

理 事 長 1 山下 健一郎

副 理 事 長 1 下玉利 輝幸 令和　５年　４月　１日就任

常 務 理 事 1 井手元 和枝

田 添 利 弘

岡 山 政 弘

東 和 代

林 敏 彦

嶋 原 純 治 令和　６年　３月３１日退任

山 中 さ と 子 令和　５年　４月　１日就任

浦 山 優 令和　５年　４月　１日就任

堀 内 敏 也

石 丸 弘 子 令和　６年　３月３１日退任

議案番号 開催（議決）年月日 件　　　　　　　　　名

1 令和　５年　４月２４日 大村市土地開発公社副理事長及び常務理事の任命について

2 令和　５年　５月２３日 令和４年度大村市土地開発公社事業報告及び決算について

3 令和　５年　８月２２日
令和５年度大村市土地開発公社事業計画、予算及び資金計画（補正第
１回）について

4 令和　５年　９月１４日 用地の取得について（総合運動公園整備事業）

5 令和　５年　９月１４日 用地の取得について（都市計画道路（仮称）鬼橋坂口線整備事業）

6 令和　５年１０月　５日 用地の取得について（総合運動公園整備事業）

7 令和　６年　３月　６日
令和５年度大村市土地開発公社事業計画、予算及び資金計画（補正第
２回）について

8 令和　６年　３月　６日 用地の処分について（総合運動公園整備事業）

9 令和　６年　３月２５日 令和６年度大村市土地開発公社事業計画、予算及び資金計画について

監 事 2

事　務　局

理 事 7
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決　算　報　告　

１　決　算　概　要

≪　参　考　≫
準備金・保有土地の推移

準    備    金 保    有    土    地

当期純利益（円） 準備金（円） 保有面積（㎡） 帳簿価額（円）
年　　度

平成２０年度 △ 2,263,605 114,405,803 137,651.19 3,023,768,769

平成２１年度 △ 3,375,744 111,030,059 125,030.61 2,938,342,756

平成２２年度 12,081,524 123,111,583 106,712.07 2,619,065,748

平成２３年度 6,002,231 129,113,814 96,840.96 2,451,201,535

平成２４年度 3,724,658 132,838,472 80,987.25 2,004,078,978

平成２５年度 △ 3,921,697 128,916,775 86,355.22 2,029,599,855

平成２６年度 1,400,898 130,317,673 85,462.46 2,015,943,311

平成２７年度 △ 3,857,759 126,459,914 85,462.74 1,780,688,329

平成２８年度 △ 8,715,765 117,744,149 78,923.45 1,378,588,212

平成２９年度 3,269,793 121,013,942 76,522.58 1,520,819,556

平成３０年度 △ 49,836,546 71,177,396 72,155.26 817,178,974

令和元年度 △ 2,108,932 69,068,464 13,667.91 451,452,246

令和２年度 △ 27,471,015 41,597,449 13,667.91 429,945,084

令和３年度 △ 1,345,435 40,252,014 14,085.39 436,803,207

令和４年度 △ 169,685 40,082,329 16,454.63 471,861,656

令和５年度 195,167 40,277,496 24,646.62 584,640,664

　令和５年度決算において、事業利益238,505円、経常利益195,167円となり、最終損益
は当期純利益195,167円となりました。
　なお、前期繰越準備金に当期純利益を加えた準備金は40,277,496円となっておりま
す。
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２　令和５年度　大村市土地開発公社収入支出決算書

予　　算　　額

　　　　　　　　　　　　　予　　算　　額

当初予定額 補　正　額

公 有 地 取 得
事 業 収 益

公 有 用 地
売 却 収 益

土 地 造 成
事 業 収 益

完 成 土 地 等
売 却 収 益

附 帯 等
事 業 収 益

保 有 土 地
賃 貸 等 収 益

そ の 他 の
雑 収 益

当初予定額 補　正　額

公 有 地 取 得
事 業 原 価

公 有 用 地
売 却 原 価

土 地 造 成
事 業 原 価

完 成 土 地 等
売 却 原 価

販 売 費 及 び
一 般 管 理 費

販 売 費 及 び
一 般 管 理 費

収 益 的 収 入
款 項 目

1 事 業 収 益 7,081,000 15,920,000

1 6,987,000 15,920,000

1 6,987,000 15,920,000

2 1,000 0

1 1,000 0

3 93,000 0

1 93,000 0

2 事 業 外 収 益 2,000 0

1 受 取 利 息 1,000 0

1 受 取 利 息 1,000 0

2 雑 収 益 1,000 0

2 1,000 0

合　　　　　　計 7,083,000 15,920,000

収 益 的 支 出
款 項 目

1 事 業 原 価 6,785,000 15,456,000

1 6,784,000 15,456,000

1 6,784,000 15,456,000

2 1,000 0

1 1,000 0

2 2,583,000 0

1 2,583,000 0

1 人 件 費 140,000 0

2 経 費 2,443,000 0

3 事 業 外 費 用 45,000 0

1 支 払 利 息 45,000 0

1 支 払 利 息 45,000 0

合　　　　　　計 9,413,000 15,456,000
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（単位：円）

流用増減額 合　　計

（単位：円）

流用増減額 合　　計

決　　算　　額 予算額に比べ決算額の増減

0 23,001,000 23,252,698 251,698

0 22,907,000 22,907,438 438

0 22,907,000 22,907,438 438

0 1,000 0 △ 1,000

0 1,000 0 △ 1,000

0 93,000 345,260 252,260

0 93,000 345,260 252,260

0 2,000 1,435 △ 565

0 1,000 1,435 435

0 1,000 1,435 435

0 1,000 0 △ 1,000

0 1,000 0 △ 1,000

0 23,003,000 23,254,133 251,133

決　　算　　額 不　　用　　額

0 22,241,000 22,240,231 769

0 22,240,000 22,240,231 △ 231

0 22,240,000 22,240,231 △ 231

0 1,000 0 1,000

0 1,000 0 1,000

0 2,583,000 773,962 1,809,038

0 2,583,000 773,962 1,809,038

0 140,000 89,600 50,400

0 2,443,000 684,362 1,758,638

0 45,000 44,773 227

0 45,000 44,773 227

0 45,000 44,773 227

0 24,869,000 23,058,966 1,810,034
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予　　算　　額

予　　算　　額

資 本 的 収 入

当初予定額 補　正　額

資 本 的 支 出

当初予定額 補　正　額

公 有 地 取 得
事 業 費

公 有 用 地 取 得
事 業 費
代 替 地 取 得
事 業 費

土 地 造 成
事 業 費

土 地 造 成
事 業 費

短 期 借 入 金
償 還 金

短 期 借 入 金
償 還 金

長 期 借 入 金
償 還 金

長 期 借 入 金
償 還 金

款 項 目

1 資 本 的 収 入 647,884,000 30,384,000

1 短 期 借 入 金 245,297,000 30,384,000

1 短 期 借 入 金 245,297,000 30,384,000

1 長 期 借 入 金 402,587,000 0

1 長 期 借 入 金 402,587,000 0

合　　　　　　計 647,884,000 30,384,000

款 項 目

1 資 本 的 支 出 744,222,000 60,865,000

1 142,173,000 30,481,000

1 142,156,000 0

3 17,000 30,481,000

2 1,000 0

1 1,000 0

3 199,461,000 30,384,000

1 199,461,000 30,384,000

4 402,587,000 0

1 402,587,000 0

合　　　　　　計 744,222,000 60,865,000
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（単位：円）

流用増減額 合　　計

（単位：円）

流用増減額 合　　計

決　　算　　額 予算額に比べ決算額の増減

0 678,268,000 692,216,379 13,948,379

0 275,681,000 289,630,169 13,949,169

0 275,681,000 289,630,169 13,949,169

0 402,587,000 402,586,210 △ 790

0 402,587,000 402,586,210 △ 790

0 678,268,000 692,216,379 13,948,379

決　　算　　額 不　　用　　額

0 805,087,000 765,762,270 39,324,730

0 172,654,000 135,019,239 37,634,761

0 142,156,000 106,204,893 35,951,107

0 30,498,000 28,814,346 1,683,654

0 1,000 0 1,000

0 1,000 0 1,000

0 229,845,000 228,156,821 1,688,179

0 229,845,000 228,156,821 1,688,179

0 402,587,000 402,586,210 790

0 402,587,000 402,586,210 790

0 805,087,000 765,762,270 39,324,730
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３　財　務　諸　表

（1）　損　益　計　算　書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

1

（1）

（2）

2

（1）

2

（1）

3

（1）

4

（1）

（単位：円）

事 業 収 益

公有地取得事業収益 22,907,438

附 帯 等 事 業 収 益 345,260 23,252,698

事 業 原 価

公有地取得事業原価 22,240,231 22,240,231

事 業 総 利 益 1,012,467

販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費 773,962 773,962 773,962

事 業 利 益 238,505

事 業 外 収 益

受 取 利 息 1,435 1,435

事 業 外 費 用

支 払 利 息 44,773 44,773 △ 43,338

経 常 利 益 195,167

当 期 純 利 益 195,167
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（2）　貸　借　対　照　表
（令和６年３月３1日）

1

（1）

（2）

（3）

（4）

2

（1）

ア 工具、器具及び備品

　減価償却累計額

（2）

ア 電話加入権

イ ソフトウエア

1

（1）

（2）

（3）

（4）

1

（1）

2

（1）

（2）

（単位：円）
【 資 産 の 部 】

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金 124,380,563

公 有 用 地 531,378,832

完 成 土 地 等 17,800,000

代 替 地 35,461,832

流 動 資 産 合 計 709,021,227

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

390,800

△ 371,260 19,540

有 形 固 定 資 産 合 計 19,540

無 形 固 定 資 産

10,300

0

無 形 固 定 資 産 合 計 10,300

固 定 資 産 合 計 29,840

資 産 合 計 709,051,067

【 負 債 の 部 】

流 動 負 債

未 払 金 53,192

短 期 借 入 金 260,934,169

１年以内返済長期借入金 402,586,210

預 り 金 200,000

流 動 負 債 合 計 663,773,571

負 債 合 計 663,773,571

【 資 本 の 部 】

資 本 金

基 本 財 産 5,000,000

資 本 金 合 計 5,000,000

準 備 金

前 期 繰 越 準 備 金 40,082,329

当 期 純 利 益 195,167

準 備 金 合 計 40,277,496

資 本 合 計 45,277,496

負 債 資 本 合 計 709,051,067
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（3）  利 益 剰 余 金 計 算 書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

（4）  利 益 剰 余 金 処 分 計 算 書

　利益剰余金は、公有地の拡大の推進に関する法律第１８条第４項・第５項及び大村市土地開発
公社定款第２３条の規定により、上記のとおり整理を行う。

（単位：円）

（１） 前 年 度 繰 越 準 備 金 40,082,329

（2） 当 期 純 利 益 195,167

（3） 当年度未処分利益剰余金 40,277,496

（単位：円）

（1） 当年度未処分利益剰余金 40,277,496

（2） 準 備 金 40,277,496
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（5）　キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

Ⅰ 事業活動によるキャッシュ・フロー

公有地取得事業収入

土地造成事業収入

附帯等事業収入

その他事業収入

公有地取得事業支出

土地造成事業支出

取得に係る支出

管理に係る支出

その他事業支出

人件費支出

その他の業務支出

小　　　　　計

利息の受取額

利息の支払額

事業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出

定期預金の払戻による収入

投資有価証券の取得による支出

投資有価証券の売却による収入

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入

無形固定資産の取得による支出

無形固定資産の売却による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入

短期借入金の返済による支出

長期借入れによる収入

長期借入金の返済による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ 現金及び現金同等物増加額（又は減少額）

Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高

Ⅵ 現金及び現金同等物期末残高

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

（1）現金及び現金同等物期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　現金及び預金

　預入期間が3ケ月を超える定期預金

計

（2）キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から3ケ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっています。

（単位：円）

22,907,438

0

345,260

0

△ 135,006,154

0

0

0

0

△ 61,600

△ 683,152

△ 112,498,208

1,435

△ 44,500

△ 112,541,273

0

0

0

0

0

0

0

0

0

289,630,169

△ 228,156,821

402,586,210

△ 402,586,210

61,473,348

△ 51,067,925

170,448,488

119,380,563

124,380,563
△ 5,000,000
119,380,563
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（6）  財　産　目　録

（令和６年３月３１日）

1

1

(1) 　手許現金

(2) 　㈱十八親和銀行

　長崎県央農業協同組合

　九州ひぜん信用金庫

(3) 　㈱十八親和銀行

　長崎県央農業協同組合

2 　附属明細表P16 「公有用地明細表」のとおり

3 　附属明細表P16 「完成土地等明細表」のとおり

4 　附属明細表P16 「代替地明細表」のとおり

2

1 　附属明細表P18 「有形固定資産明細表」のとおり

2 　附属明細表P18 「無形固定資産明細表」のとおり

1

1

2 　附属明細表P19 「短期借入金明細表」のとおり

3 　付属明細表P19「長期借入金明細表」のとおり

4 　国道拡幅事業代替地看板設置の契約保証金として

　基本財産

　準備金

資産の部 （単位：円）

款 項 金額 摘要

流 動 資 産 709,021,227

現 金 及 び 預 金 124,380,563

現 金 18,363 18,363

普 通 預 金 119,362,200 81,236,179

38,125,781

240

定 期 預 金 5,000,000 3,000,000

2,000,000

公 有 用 地 531,378,832

完 成 土 地 等 17,800,000

代 替 地 35,461,832

固 定 資 産 29,840

有 形 固 定 資 産 19,540

無 形 固 定 資 産 10,300

資　産　合　計 709,051,067

負債の部

流 動 負 債 663,773,571

未 払 金 53,192
　前年度発生分借入金支払利息、前年度分新聞購読
料

短 期 借 入 金 260,934,169

１ 年 以 内 返 済
長 期 借 入 金

402,586,210

預 り 金 200,000

負　債　合　計 663,773,571

5,000,000

40,277,496
差 引 正 味 財 産 45,277,496
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附 属 明 細 表

（様式第１号）

現 金 及 び 預 金 明 細 表 （単位：円）

現　　金 ― 18,363 手許現金

当　 座 0

普　 通 119,362,200

通　 知 0

定　 期 5,000,000

国　 債 0

地方債 0

その他 0

計 124,380,563

科　　目 種　　類 金　　額 摘　　要

預　　金

満期保有目的以外　　　　　　　　　　　
で保有する有価証券

15



（様式第２号）

公　有　用　地　明　細　表

（様式第７号）

完　成　土　地　等　明　細　表

イ

（様式第９号）

代　替　地　明　細　表

期 首 残 高 当 期 増 加

面積（㎡） 金額 面積（㎡） 用地費 補償費 工事費 測量試験費 諸経費

三城城跡保存整備事業 11,786.94 406,165,385 0.00 0 0 0 0

大村市総合運動公園
整備事業

2,812.24 41,248,785 8,562.50 105,116,197 3,300 0 0 53,960

合　計 14,599.18 447,414,170 8,562.50 105,116,197 3,300 0 0 53,960

期 首 残 高 当 期 増 加

松原工業団地 1,782.38 17,800,000 0.00 0 0 0 0 0

合　計 1,782.38 17,800,000 0.00 0 0 0 0 0

期 首 残 高 当 期 増 加

都市計画道路(仮称)鬼橋坂口
線整備事業代替地 0.00 0 1,688.00 28,696,000 0 0 0 10,770

国道拡幅事業代替地 73.07 6,647,486 0.00 0 0 0 0 0

合　計 73.07 6,647,486 1,688.00 28,696,000 0 0 0 10,770

資 産 区 分

資 産 区 分

面積（㎡） 金額 面積（㎡） 用地費 補償費 工事費 測量試験費 諸経費

資 産 区 分

面積（㎡） 金額 面積（㎡） 用地費 補償費 工事費 測量試験費 諸経費

イ
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（単位：円）

高 当 期 減 少 高 期 末 残 高

支払利息 計 面積（㎡） 金額 面積（㎡） 金額

591,084 591,084 0.00 0 11,786.94 406,756,469

440,352 105,613,809 2,058.51 22,240,231 9,316.23 124,622,363

1,031,436 106,204,893 2,058.51 22,240,231 21,103.17 531,378,832

（単位：円）

高 当 期 減 少 高 期 末 残 高

減少高 評価減

面積（㎡） 金額 金額

0 0.00 0 0 1,782.38 17,800,000

0 0 0.00 0 0 1,782.38 17,800,000

（単位：円）

高 当 期 減 少 高 期 末 残 高

減少高 評価減

面積（㎡） 金額 金額

91,029 28,797,799 0.00 0 1,688.00 28,797,799

16,547 16,547 0.00 0 73.07 6,664,033

107,576 28,814,346 0.00 0 0 1,761.07 35,461,832

摘 要

摘 要

支払利息 計 面積（㎡） 金額

摘 要

支払利息 計 面積（㎡） 金額
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（様式第１１号）

有 形 固 定 資 産 明 細 表

Ａ B C D E F

（様式第１２号）

無 形 固 定 資 産 明 細 表

Ａ B C D E

（単位：円）

期末残高 当期減価 減価償却 差引期末
（A+B-C） 償 却 額 累 計 額 残　　高

　　D-F

回転椅子 55,800 0 0 55,800 0 53,010 2,790

応接セット 85,000 0 0 85,000 0 80,750 4,250

書類棚 250,000 0 0 250,000 0 237,500 12,500

計 390,800 0 0 390,800 0 371,260 19,540

（単位：円）

当　　期 償　　却 期　　末
償 却 額 累 計 額 残　　高

A+B-C-E

電話加入権 10,300 0 0 0 0 10,300

ソフトウェア 939,600 0 0 0 939,600 0

計 949,900 0 0 0 939,600 10,300

資産の種類
取得原価 当期増加額 当期減少額

摘  要

減価償却の方法は定
額法による。

資産の種類
取得原価 当期増加額 当期減少額

摘  要

18



（様式第１６号）

短 期 借 入 金 明 細 表

（様式第１７号）

長 期 借 入 金 明 細 表

（単位：円）

借入先 利率（%） 期首残高 当期増加高 当期減少高 期末残高 備　　考

長崎県央農業協同組合 0.250 199,460,821 0 199,460,821 0

長崎県央農業協同組合 0.600 0 28,696,000 28,696,000 0

長崎県央農業協同組合 0.270 0 260,934,169 0 260,934,169

計 199,460,821 289,630,169 228,156,821 260,934,169

（単位：円）

借入先 利率（%） 期首残高 当期増加高 当期減少高 期末残高 備　　考

長崎県央農業協同組合 0.145 402,586,210 0 402,586,210 0

長崎県央農業協同組合 0.270 0 402,586,210 0 402,586,210

計 402,586,210 402,586,210 402,586,210 402,586,210
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（様式第１８号）

資 本 金 明 細 表 （単位：円）

区　　分 出資団体名 出　資　額 摘　　要

基本財産 大村市 5,000,000 定期預金で運用

計 5,000,000
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（様式第２０号）

事 業 収 益 明 細 表 （単位：円）

公 有 地 取 得
事 業 収 益

開発事業用地
取得事業収益

完 成 土 地 等
売 却 収 益

土 地 造 成 代 替 地
事 業 収 益 売 却 収 益

造 成 地
賃 貸 収 益

保 有 土 地 保有土地賃貸

附 帯 等
賃 貸 等 収 益 等 事 業 収 益

事 業 収 益
附 帯 事 業
収 益

関 連 施 設 関 連 施 設
整備事業収益 整備事業収益

あ っ せ ん 等 あ っ せ ん 等
事 業 収 益 事 業 収 益

補 助 金 等 補 助 金 等
収 益 収 益

科      　　目 金　　額 摘　　要

公 有 用 地 売 却 収 益 22,907,438

代 行 用 地 売 却 収 益 0

特 定 土 地 売 却 収 益 0

代 替 地 売 却 収 益 0

市 街 地 開 発 用 地 売 却 収 益 0

観 光 施 設 用 地 売 却 収 益 0

特 定 土 地 売 却 収 益 0

代 替 地 売 却 収 益 0

― 0

― 0

― 0

345,260

― 0

― 0

― 0

― 0

合　　　　　計 23,252,698
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（様式第２１号）

事 業 原 価 明 細 表 （単位：円）

公 有 地 取 得
事 業 原 価

開発事業用地
取得事業原価

完 成 土 地 等
売 却 原 価

土 地 造 成 代 替 地
事 業 原 価 売 却 原 価

造 成 地
賃 貸 原 価

保 有 土 地 保 有 土 地

附 帯 等
賃 貸 等 原 価 賃 貸 等 原 価

事 業 原 価
附 帯 事 業
原 価

関 連 施 設 関 連 施 設
整備事業原価 整備事業原価

あ っ せ ん 等 あ っ せ ん 等
事 業 原 価 事 業 原 価

科      　　目 金　　額 摘　　要

公 有 用 地 売 却 原 価 22,240,231

代 行 用 地 売 却 原 価 0

特 定 土 地 売 却 原 価 0

代 替 地 売 却 原 価 0

市 街 地 開 発 用 地 売 却 原 価 0

観 光 施 設 用 地 売 却 原 価 0

特 定 土 地 売 却 原 価 0

代 替 地 売 却 原 価 0

― 0

― 0

― 0

0

― 0

― 0

― 0

合　　　　　計 22,240,231
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【重要な会計方針】

1 たな卸し資産の評価基準及び評価方法

（1）公有用地 個別法の原価法による。

（2）代行用地 個別法の原価法による。

（3）特定土地 個別法の原価法による。 ただし、時価が取得価額の概ね50％以上下落した場合には

時価をもって貸借対照表価額とする。

（4）代替地 個別法の原価法による。 ただし、取得原価相当による再取得等が見込まれるものを除

き、時価が取得価額の概ね50％以上下落した場合には時価をもって貸借対照表価額

とする。

（5）完成土地等 個別法の原価法による。 ただし、時価が取得価額の概ね50％以上下落した場合には

時価をもって貸借対照表価額とする。

（6）開発中土地 個別法の原価法による。

2 固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産 定額法による。 なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法

と同一の基準による。

（2）無形固定資産 ソフトウエアについては、利用可能期間（５年）に基づく定額法による。

3 消費税等の会計処理 税込方式による。

【損益計算書の注記】

割賦販売による収益は、割賦金の回収期限又は入金の日をもって収益実現としている。

【貸借対照表の注記】

借入金については、大村市の債務保証を受けている。

【附属明細表の注記】

附属明細表の内、当年度に該当がない次の明細表は作成していない。

・（様式３号）代行用地明細表 ・（様式10号）関連施設明細表

・（様式４号）市街地開発用地明細表 ・（様式13号）投資有価証券明細表

・（様式５号）観光施設用地明細表 ・（様式14号）賃貸事業の用に供する土地明細表

・（様式６号）特定土地明細表 ・（様式15号）公社債明細表

・（様式８号）開発中土地明細表 ・（様式19号）引当金明細表
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